
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  7 年  4 月  1 日　（至）令和  8 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　温和会
（単位：円）

保育事業収入 000,022,716 202,854,395 897,167,32

放課後児童健全育成事業収入 000,279,53 008,378,33 002,890,2

経常経費寄附金収入 000,04 000,04 0

受取利息配当金収入 000,354 573,914 526,33

その他の収入 000,234,91 698,683,81 401,540,1

事業活動収入計(1) 000,711,376 372,871,646 727,839,62

人件費支出 001,242,883 026,489,373 084,752,41

事業費支出 000,251,89 271,819,29 828,332,5

事務費支出 007,295,25 866,465,84 230,820,4

支払利息支出 000,084 958,404 141,57

その他の支出 000,004,8 641,174,7 458,829

事業活動支出計(2) 008,668,745 564,343,325 533,325,42

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 002,052,521 808,438,221 293,514,2

施設整備等収入計(4) 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 000,003,6 000,003,6 0

固定資産取得支出 000,269,6 068,954,5 041,205,1

施設整備等支出計(5) 000,262,31 068,957,11 041,205,1

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,262,31△ 068,957,11△ 041,205,1△

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 000,000,311 000,000,301 000,000,01

その他の活動支出計(8) 000,000,311 000,000,301 000,000,01

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,000,311△ 000,000,301△ 000,000,01△

予備費支出(10)
0

000,002△
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 008,110,1△ 849,470,8 847,680,9△

前期末支払資金残高(12) 0 835,649,841 835,649,841△

当期末支払資金残高(11)+(12) 008,110,1△ 684,120,751 682,330,851△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

予備費200,000円は、器具及び備品取得支出へ充当した額である。



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  7 年  4 月  1 日　（至）令和  8 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　温和会
（単位：円）

保育事業収益 202,854,395 587,707,755 714,057,53

放課後児童健全育成事業収益 008,378,33 539,252,63 531,973,2△

経常経費寄附金収益 000,04 000,05 000,01△

サービス活動収益計(1) 200,273,726 027,010,495 282,163,33

人件費 026,489,373 868,677,083 842,297,6△

事業費 271,819,29 504,094,88 767,724,4

事務費 866,465,84 629,821,55 852,465,6△

減価償却費 040,365,44 183,011,64 143,745,1△

国庫補助金等特別積立金取崩額 756,600,52△ 027,270,52△ 360,66

サービス活動費用計(2) 348,320,535 068,334,545 710,014,01△

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 951,843,29 068,675,84 992,177,34

受取利息配当金収益 573,914 521,18 052,833

その他のサービス活動外収益 698,683,81 061,568,82 462,874,01△

サービス活動外収益計(4) 172,608,81 582,649,82 410,041,01△

支払利息 958,404 795,185 837,671△

その他のサービス活動外費用 641,174,7 779,648,6 961,426

サービス活動外費用計(5) 500,678,7 475,824,7 134,744

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 662,039,01 117,715,12 544,785,01△

経常増減差額(7)=(3)+(6) 524,872,301 175,490,07 458,381,33

特別収益計(8) 0 0 0

固定資産売却損・処分損 0 13 13△

特別費用計(9) 0 13 13△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 13△ 13

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 524,872,301 045,490,07 588,381,33

前期繰越活動増減差額(12) 252,710,194 217,229,784 045,490,3

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 776,592,495 252,710,855 524,872,63

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 000,000,301 000,000,76 000,000,63

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 776,592,194 252,710,194 524,872
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勘定科目 当年度決算(A)前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  8 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　温和会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 450,203,802 827,351,502 623,841,3

  現金預金 491,495,08 376,203,86 125,192,21

  事業未収金 032,011,65 053,323,27 021,312,61△

  未収金 579,866,2 025,008,1 554,868

  未収補助金 000,646,26 005,475,16 005,170,1

  立替金 752,035,5 919,835 833,199,4

  前払金 000,02 000,02 0

  前払費用 893,237 667,395 236,831

固定資産 449,779,534,1 891,763,273,1 647,016,36

基本財産 443,189,669 433,799,899 099,510,23△

  土地 293,632,311 293,632,311 0

  建物 259,447,358 249,067,588 099,510,23△

その他の固定資産 006,699,864 468,963,373 637,626,59

  建物 001,922,4 009,935,4 008,013△

  構築物 485,235,91 821,107,12 445,861,2△

  機械及び装置 817,738,2 018,451,3 290,713△

  車輌運搬具 343,394 501,898 267,404△

  器具及び備品 986,024,01 169,570,41 272,556,3△

  有形リース資産 1 1 0

  権利 880,502 880,502 0

  ソフトウェア 719,011 736,193 027,082△

  人件費積立資産 000,000,751 000,000,901 000,000,84

  修繕積立資産 000,000,62 000,000,62 0

  備品購入等積立資産 000,050,77 000,050,77 0

  保育所施設・設備整備積立資産 000,000,171 000,000,611 000,000,55

  差入保証金 061,711 061,76 000,05

  長期前払費用 0 470,682 470,682△

流動負債 249,863,17 836,185,67 696,212,5△

  事業未払金 708,246,9 541,497,31 833,151,4△

  その他の未払金 0 000,82 000,82△

  １年以内返済予定設備資金借入金 000,003,6 000,003,6 0

  未払費用 057,980,93 121,846,14 173,855,2△

  預り金 899,650,2 029,543 870,117,1

  職員預り金 939,402 400,171 539,33

  前受収益 0 000,022 000,022△

  賞与引当金 844,470,41 844,470,41 0

固定負債 000,574,14 000,577,74 000,003,6△

  設備資金借入金 000,574,14 000,577,74 000,003,6△

負債の部合計 249,348,211 836,653,421 696,215,11△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 704,498,17 704,498,17 0

  第一号基本金 704,498,17 704,498,17 0

国庫補助金等特別積立金 279,591,735 926,202,265 756,600,52△

その他の積立金 000,050,134 000,050,823 000,000,301

  人件費積立金 000,000,751 000,000,901 000,000,84

  修繕積立金 000,000,62 000,000,62 0

  備品等購入積立金 000,050,77 000,050,77 0

  保育所施設・設備整備積立金 000,000,171 000,000,611 000,000,55

次期繰越活動増減差額 776,592,194 252,710,194 524,872

（うち当期活動増減差額） 524,872,301 045,490,07 588,381,33

純資産の部合計 650,634,135,1 882,461,354,1 867,172,87

　資産の部合計 899,972,446,1 629,025,775,1 270,957,66 　負債及び純資産の部合計 899,972,446,1 629,025,775,1 270,957,66

減価償却累計額　543,272,476円



別紙１

計算書類に対する注記（法人全体用）

１． 継続事業の前提に関する注記 

　　　　継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象や状況は有りません。 

 

２． 重要な会計方針 

 

　　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

　　　　　・満期保有目的の債権等－償却原価法（定額法） 

　　　　　・上記以外の有価証券で時価の有るもの － 決算日の市場価格に基づく時価法 

　　　 

　　　（２）固定資産の減価償却の方法 

　　　　　・建物 構築物 機械及び装置 車輌運搬具 器具及び備品 － 定額法 

　　　　　・リース資産 

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

　　　　　　当法人に有価証券は有りません。　 

 

 

　　　（３）引当金の計上基準 

　　　　　・賞与引当金 

　　　　　　　夏期賞与の支給見込額のうち当期に所属する額及び対応社会保険料を計上しています。 

　　　 

 

３． 重要な会計方針の変更 

　　　　　該当なし 

 

４． 法人で採用する退職給付制度 

　　　　加入している退職共済制度は、次のとおりです。 

　　　　・確定拠出型退職給付制度 － 独立行政法人医療福祉機構が主催する退職共済制度 

 

５． 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分 

　　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。 

 

　　（１）法人全体の計算書類　(会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式) 

 

　　（２）事業区分別内訳表(会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式) 

　　　　　当法人では、社会福祉事業のみ実施しているため作成していない。 

 

　　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

 

　　（４）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

　　　　  当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。 

 

　　（５）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式) 

　　　　　当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

 

　　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

　　　　　 

　　　　　　・ひだまり認定こども園拠点区分 

　　　　　　　「法人本部サービス区分」 

　　　　　　　「ひだまり認定こども園サービス区分」 



 

　　　　　　・絆保育園拠点区分 

　　　　　　　「絆保育園サービス区分」 

　　　　　　　「絆学童サービス区分」 

　　　　　　　「ひだまり学童サービス区分」 

　　　　　　 

　　　　　　・認定こども園まほろば保育園拠点区分 

　　　　　　　 

　　　　　　・認定こども園ライカム煌保育園拠点区分 

　　　　　　　 

 

６． 基本財産の増減の内容及び金額 

　　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりです。 

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 113,236,392 0 0 113,236,392

建物 885,760,942 3,346,407 38,005,799 853,744,952

　　　合計 998,997,334 3,346,407 38,005,799 966,981,344

 

７． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　 国庫補助金等特別積立金の取崩し 

　　　　該当なし　　　　 

 

８． 担保に供している資産 

　　　　担保に供されている資産は以下のとおりでです。 

建物（基本財産） 237,121,233円

　　　計 237,121,233円

 

　　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりです。 

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 47,775,000円

　　　計 47,775,000円

 

９． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

　　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりです。 

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,215,237,532 361,492,580 853,744,952

建物 5,550,000 1,320,900 4,229,100

構築物 45,820,480 26,287,896 19,532,584

機械及び装置 5,374,454 2,536,736 2,837,718

車輌運搬具 8,415,930 7,922,587 493,343

器具及び備品 132,027,144 121,606,455 10,420,689

有形リース資産 14,000,000 13,999,999 1

合計 1,426,425,540 535,167,153 891,258,387

 

１０． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

　　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 56,110,230 0 56,110,230

未収補助金 62,646,000 0 62,646,000

 

 

１１． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

　　　　該当なし 

 

１２． 関連当事者との取引の内容 

　　　　該当なし 



 

１３． 重要な偶発債務 

　　　　該当なし 

 

１４． 重要な後発事象 

　　　　該当なし 

 

１５． 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

　　　　該当なし 

 

１６． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債 

　　　 及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項 

　　　　（１）会計処理上の見積方法の変更 － 該当なし 

　　　　（２）新たに採用した会計処理に関する事項 － 該当なし 

　　　　（３）勘定科目の内容について特に説明を要する事項 － 長期前払費用から前払費用へ振り替えた額286,074円 

　　　　（４）法令、所轄庁の通知等で特に説明を求められている事項 － 該当なし 


